


（３）本人の代弁をして業者との直接交渉 

（４）悪徳商法相談概要一覧表を作成し民生委員など関係者に周知 

（５）ホームページ(ブログ)や広報でＰＲ 

（６）ふれあい・いきいきサロンなどでＰＲ 

（７）弁護士や民生委員などで消費者トラブル対策検討委員会を組織し、年数回対策を

検討 

（８）各種の相談担当者が受ける相談情報を共有することで問題解決のたらい回しを避

ける「伊賀相談ネットワーク」を構築 

（９）地域福祉権利擁護事業や成年後見制度の普及・支援 

（１０）悪徳商法撃退ステッカー（プレート）を作成し全戸配布 

 

 

このほか、増加する消費者トラブル・悪徳商法を少しでも食い止めていく為の手段と

して、悪徳商法を撃退する市民チーム「いが悪徳バスターズ」の養成を行っている。こ

の取り組みは、悪徳商法の早期発見と解決を容易にし、市民参加で悪徳商法の撃退を行

うことを目的に平成 18 年度から「いが悪徳バスターズ養成講座」を開催している。こ

の講座は、平成 18 年度から年 2 回開催し、これまで、約 150 名の市民が講座を修了し

た。講座では、弁護士・消費生活センターに協力いただき、悪徳商法の実例のほか、法

制度の解説や解約の方法、具体例を通じた演習も行っている。 

消費者トラブル対策（悪徳商法の撲滅）に市民参加が必要と考える理由は、 

（１）身近な人が発見しやすい 

（２）市民相互に注意し合うことで防げる可能性がある 

（３）本人の身近な人で専門相談窓口につなぐ役割が必要 

（４）学習することで被害を減らせる 

（５）学習した内容を口コミで伝えて頂ける、などである。 

伊賀市社会福祉協議会では “伊賀市民総悪徳バスターズ”を目指している。 

これは、悪徳商法を見抜ける市民を育て、市民相互に助け合い、悪徳商法を自分たち

市民で撃退しようという取り組みである。 

市民総悪徳バスターズ”を目指すのは、悪徳商法を見抜ける市民が増えることで確実

に悪徳商法の被害は減ると確信しているからである。多くの市民が、悪徳商法の怖さ・

撃退法を知っていることで、騙されない市民が増え、「騙されない市」になると考え

る。 

これは、全ての市民に講座や研修を受講してもらうといった、途方も無い事ではな

く、講座を受講したものがキーパーソンとなり、口伝えに啓発していくということであ
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次に、より一層、伊賀市全体で悪徳商法撲滅に取り組んで行きたいとの思いで、生ま

れたのが、「いが悪徳商法なんでも鑑定団」である。 
増加する悪徳商法による被害の未然防止・拡大防止・早期解決を社会福祉協議会と共

に考えていただける地域住民・専門家を増やし、悪徳商法の撲滅を目指して設立した。 

 多種多様な専門機関の方々にご協力いただき、鑑定団を設置することで、暴利販売・

不必要な販売等を見抜くことを可能とし、悪徳商法被害の早期解決に繋げられると考え

る。具体的には、被害にあったと思われる人の相談にのり、必要に応じて商品の価値判

断を行うことで解決の促進を図っている。 

また、この鑑定団を設置し、啓発することにより、潜在的になっている悪徳商法被害

の掘り起こしになると考えている。 

伊賀管内の関係職種の方々に協力依頼を行い、48 箇所の事業所に協力をいただいてい

る。 

参加いただいている事業所より、「同業者の横のつながりがない業種であったので、

今回、同業者との繋がりがもてて良かった。」「悪徳商法の話を聞いて業務を行ってい

く上で、身が引き締まる思いがした。十分注意して、業務を行いたい。」「予防方法

も、いろいろの見地から意見を出し合って考えていきたい。」など、意外な意見もでて

いる。今後、一層充実を図りたい。 
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 伊 市 家 すら 支  

認知症高齢者の行動は予想がつきにくく、介護者は家を空けたり、気の休まる時間を

確保するのが難しい状況である。その結果、介護者は介護疲れ等体に支障をきたしたり、

日常生活を落ち着いて営むことが困難となること、さらに、虐待、殺人、心中等の悲惨

な結果を招くことが予想される。 

その為、伊賀市社会福祉協議会では、市の委託を受け、「やすらぎ支援事業」を実施

している。 

この事業は、認知症高齢者を介護している家族に代わって、見守りや話相手となり、

家族が外出や休息等の日常生活に必要な時間を確保できるよう支援し、家族の介護負担

の軽減に繋げるものである。 

また、この事業の利用は、よき隣人として関わることで認知症のある方やそのご家族

の不安や負担を和らげるといった効果が期待できる。 

地域住民に認知症についての理解が深まることで、本人や家族の精神的負担が軽減さ

れる。結果、認知症になっても、安心して住み続けられる地域になることを目指してい

る。 

実際の事業内容としては、高齢者が日常生活を営む上で必要な時間帯及び介護者等が

外出することが必要な時間帯又は介護疲れで休息が必要な時間帯に、やすらぎ支援員が

対象者の居宅を訪問し、介護者に代わって見守りや話し相手を行うものである。やすら

ぎ支援員は，原則として直接身体に触れる介護を行わないが，トイレへの誘導は必要に

応じ行っている。 

 この事業が始まった当初の利用者は少数であったが、年々、増加傾向にあり、現在で

は、約 20 名の方に利用いただいている。 

 しかし、この事業にも問題点がある。それは、独り暮らしの方や介護者が働いている

場合は、事業の利用ができない等の制約があることだ。この問題については、今後、市

と協議しながら改善していきたい。 
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